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1．はじめに
　会計上の利益はこれまで配当可能利益の基礎、課税所得の基礎、あるいは投資政策の指針といった
多種多様な目的のために利用されてきたが、最近それを業績評価度として内部経営的観点からフルに
利用しようとする一つの有力な傾向がみられる。E．0．エドワーズ＝＝P．　W．ベルの著「企業利益の
理論と測定（The　Theory　and　Measurement　of　Business　Iucome，1961）」はかかる傾向を代表す
るものとしてあげることができよう。彼らは経営活動を横の流れ、つまり保有活動（holding　activi－
ties）と縦の流れ、すなわち操業活動（operating　cectivities）とに峻別して活動ごとに厳密な業績評
価尺度としての利益の測定を企図し、前者の活動によって獲得された利得を資本利得（capital　gain）
後者の活動によって生み出された利得を操業利潤（operating　Profit）として捉えたのである。だが、
彼らの構想は現行の会計機構の枠内にとどまっていたために会計データの分析能力という点ではまだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）問題が残されていた。彼らの構想の「正当性」を確認し、さらに、損益計算の観点からオペレーショ
ナル利益概念（operational　income　concept）を基軸としてそれを一層徹底させていくのがN・M・ベ
ッドフォードの「利益算定論：会計のフレームワーク（lncome　Determination　Theory：an・accoun－
ting　framework，1965）」である。本稿では、まずオペレーショナル利益概念の意味を検討し・次い
で彼の損益計算機構において業績評価尺度たるオペレーショナル利益がどのように測定されていくか
が考察されるであろう。
　注　1）cf．　Harvey　T．　Deinzer．　Methodological　PresupPositions　in　Financial　Accounting　Models（Uni・
　　　　versity　of　Florida，　Accounting　Series　No．5，1968）p．16
2．　オペレーショナル利益の意義
　ベッドフォードは、利益が経済活動をモーチベートする力（motivating　force）とか、あるいは人
間欲望の充足手段として構成的に（constitutively）定義されるだけでは利益益概念は曖昧にならざる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）をえないとし、利益概念の明確化を企図して操作主義（operationalism）を導入する。もっとも、彼
の接作主義の適用には問題のあることは広く指摘されている。だが、穿った見方をするならば、それ
には彼なりの理由があったのである。
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　操作主義哲学は物理学者P．W．ブリッジマンによって提唱されたといわれる科学方法論であるが、
彼は概念を次のように規定していた。すなわち、「概念とは一連の操作（aset　of　operations）を意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）味するにすぎない。概念はそれに対応する一連の操作と同義語である。」と、したがって、ブリッジ
マン流の操作主義に拠って利益概念が規定されるならば、当該概念は「企業利益を測定する際にアカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）ウンタントecよって遂行される一連の操作」として定義され、それは会計上の測定操作（measurment
operation）を知ることによってその正しい意味を理解できることになる。しかるに、ベッドフォー
ドは「オペレーショナル利益は経営操作（business　operation）に適用される測定手続以上のものでな
　　　　　　　4）ければならない。」として、利益概念を企業体によって遂行される一連の操作、つまり経営操作ない
し利益創出活動（income－generating　operation）と結びつけて定義し、このように定義される利益概
念をもオペレーショナル利益と呼ぶのである。しかも、測定の段階ではむしろ後者の意味でオペレー
ショナル利益を用い、それの測定・伝達へと導く損益計算論を展開する。そこでは、操作の意味が転
化され、方法論的な認識操作ではなく、認識対象としての一連の経営活動の意味に用いられているの
　　　5）
である。
　ベッドフォードは利益の概念規定に対するもう一つの接近方法であるといわれる構成的接近方法
（constitutive　apProach）を完全に放棄しているわけではない。それどころか、「オペレーショナル
利益は、利益は構成的概念である、という現在の直観的な考え方になんらかの方法で関連させねばな
　　　6）らない。」と述べ、概念の操作的規定と構成的規定とを有機的に関連させつつ利益概念を追求するの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）である。あるいは、ダインツァーの言葉をかりるならば、構成的接近方法からも「助けを求めた」と
解釈することもできよう。構成的利益概念（constitutive　income　concept）は「経済的富の増加」
（increase　in　economic　worth）と規定され、オペレーショナル利益は一連の経営操作ないし利益創
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）出活動で獲得された「経済的富の増加」を対象として測定されていくのである。
　ベッドフォードは経営操作を次の六つの構成要素に峻別し、そのうち（2）から（5）までのオペレーショ
ンを利益創出活動とする。
　（1）貨幣資源の取得（acquisition　of　money　services）
　（2）用役の取得（acquisition　of　services）
　（3）用役の利用（utilization　of　services）
　（4）取得用役の再結合（recombination　of　acquired　services）
　（5）用役の販売（disposition　of　services）　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　（6）利益の分配（distribution　of　income）
彼の構想する損益計算は（2）から（5）までの各オペレーションから生じた「経済的富の増加」をオペレー
ショナル利益として測定することを主眼する。したがって、オペレーショナル利益とはまさに活動別
の利益とも翻訳可能であり、それは内部経営的見地からはもっともよくその機能を発揮しうる経営効
率の測定尺度としての意味をもつものである。ベッドフォードが操作的接近方法を修正しながら適用
し、利益概念を測定操作とではなく、むしろ経営操作と結びつけて規定していくのは、おそらく彼が
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かような効率尺度性に窟んだ利益の測定をあらかじめ意図していたためとも推測しえるのである。
注　1）概念を操作的概念と構成的概念とに区別するという考え方の萌芽は1957年の論文に見られる。「かく
　　　して、価値放棄（value　release）は企業原価の本質であるが、それは各種の貨幣額で測定されるので、
　　　企業原価の完全な性格は原価の基本的性格を論及することによってよりも、原価の測定方法を検討する
　　　ことによってより明らかになる。」　（N．M．　Bedford，“The　Nature　of　Business　Costs・General　Co・
　　　ncepts，”the　Accounting　Review，　January　1957，　p．9）。なお付言しておくと、　「価値放棄」とは
　　　アメリカ会計学会（AAA）の1955年度「原価概念および基準に関する委員会」一ベッドフオードは
　　　その委員長であった一が定義した原価概念で、委員会は原価を経済的資源の取得ないし生産のために
　　　合目的々に放棄される、あるいは放棄されるはずの価値測定額として規定した（Committee　on　CgSS
　　　C・ncep・・and　S・・nd・・d・，・T・・…i・・S・…m・…fC…C・ncep…nder1・i・g　R・p・・tS　l°「Ma－
　　nagement　Purposes，”the　Accounting　Review，　April　1956，　pp．182－193）。
　　2）P．・W．・B，idgm・n，　Th・L・gi・・f　M・d・・n　Phy・ics（N・w　Y・・k・Th・Macmillan　C・mp・ny・1927）
　　　P．5，今田恵・石橋栄共訳「現現代物理学の論理」創元社、昭和16年、18頁
　　3）N。。，。。M．　B。df。，d，1…m・D・t・・mi…i・n　Th…y・an・cc・u・ti・g　f・am・w・・k（Addi・°n・
　　　Wesley　Publishing　Company，　Inc．1965）p．72
　　4）N．M．　Bedford，　ibid．，　p．72
　　5）田中茂次「会計理論における操作主義」経理研究11号、72頁。周知のように、W・J・バッターは会計
　　　の領域に操作主義を最初に導入した人であるが、田中教授はバヅターもオペレーション（操作）を二つ
　　　の意味で用いたことを指摘されている（田中茂次、前掲論稿、113－114頁参照）。
　　6）　N．M．　Bedford，　ibid．，　P．72
　　7）H．T。　Deinzer，　Methodological　PresupPositions　in　Financial　Accounting　Models・P・16
　　8）cf．　N．　M．　Bedford，　ibid．，　PP．73－74
3．　発生基準の貫徹
　既に述べたように、ベッドフォードのオペレーショナルな損益計算は利益を用役の取得、利用、再
結合および販売によって獲得された「経済的富の増加」に限定し、それを各活動別にオペレーショナ
ル利益として測定して経営効率の評価を行なうとするものである。このオペレーショナル利益は具体
的には各活動の成果と努力との対応によって確定されていく。ベッドフォードは、成果と努力の比較
対照によって算定された利益は一期間に企業に発生せる経済資源ないし価値の増加の尺度（measure）
というよりもむしろ経営効率の指標として優れたものである、として対応概念の意義を力説してい
る1’
　だが、現行の対応計算の枠内では各活動ごとに利益を算定することは不可能である。というのは、
通常、対応手続による企業利益の測定にはまず一期間の収益を認識し、次いで当該収益を獲得するた
めに費消された用役の原価を決定することが必要である。その結果、収益が認識されるまでは、費用
を認識することができないからである。言葉を換えれば、収益の認識基準として実現基準を採るため
に対応手続の適用は経営活動の中途においては不可能であり、それe＃．その完了の時に限られているた
めである。オペレーショナル利益の測定にはこの1障碍」を取り除くことが必要条件となるのである
が、ベッドフォードは経営効率を測定するのに適当な方法が利用できるならば、対応手続の適用がか
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　ように制約されるべき理由はないと述べ、対応概念の拡大によりその条件を満足させていくのであ
る。
　そこで、利益創出活動の完了前に成果をどのように認識し、測定するかが問題になるが、ベッドフ
ォードは標準原価（standard　cost）ないし予算（budget）によってそれを測定すべきことを提案す
る。　「成果が標会原価ないし予算によって測定可能であれば、実際の費用（努力）と事前または事後
に決定された所期の目的（成果）とを対応させることによって効率の指標がえられる。（中略）もし
標準原価ないし予算が十分に正確な測定に基礎づけられるならば、利益創出過程の完了ec先立って損
益畷いなく識されうるであろ孔、ヵ、くして、対応手続は製品、・あるZZ・rから他の部門鷹送さ
れる時にはいつでも適用できるのである。
　ところで・対応概念の拡大は上述のことから明らかなように、発生基準の徹底化にほかならない。
ベッドフォードはその著「利益算定論」を公刊する直前にものした論文「発生概念拡張の必要性」の
中で、「経済活動は購入取引によって開始され、販売取引によって終結するのであるが、アカウンタ
ントは最初の取引と最終の取引との間に存する経営活動を表示するためには発生手続に基礎をおかな
　　　　　　　4）ければならない。」として、発生概念（基準）の拡張を提案していた。つまり、現行の企業会計は企
業の経済活動の記録・測定をもっぱら購入と販売の二つの取引によって行なう取引会計（transaction
accounting）である。だが、取引を拠点とする記録のみでは購入と販売の二つの取引時点間に介在す
る諸活動に関する情報を提供しえない。また、年次報告利益や一株当り稼得利益は操業の効率性を示
す指標であるとか、あるいは企業が期首に比較して期末にどれだけ裕福になっているかを明示する尺
度であるとか理解されがちであるが、取引に基礎をおく利益（transaction　based　income）はこうし
た指標や尺度たりえないのである。そこで、さしあたりかかる事態を打開するためには発生概念の拡
張が必要である、と説かれたのである1）
　かように、オペレーショナル利益の測定は、従来経営活動全体の努力と収益という形での最終的成
果とを対応させることであると観念されてきた対応概念を拡大することによって可能となるが、当該
概念の拡大は発生基準の徹底化を以てはじめて行ないうるものである。
注　1）対応概念とは別に現行の損益計算を支える実現基準と取得原価主義は、それらに依拠して確定される
　　利益の効率尺度性を著しく歪める。取得原価主義は、それによって計算された利益の中に保有活動に基
　　づくか・あるいは経営の統制外にある、価格騰貴の要素を混渚させてしまうからである（Mohamed
　　EL．Tayib　Heakal，　A　CIassification　of　the　Schools　of　Accounting　Thought，　ph．　D．　thesis，　Uni．
　　versity　of　IIIinois，1968，　P・100）。実現基準によって算定された利益の中には過去の営業活動に帰属す
　　べき部分が含まれると共に、当期の営業活動の成果の一部が含まれないからである（森田哲彌）「期間
　　利益の性格一その業績尺度性の検討」ビジネスレビュー14巻3号、28頁）。
　2）N・M・Bedford，　Income　Determination　Theory，　P．109
　3）N．M．　Bedford，　ibid．，　P．109
　4）N・M・Bedford，“The　Need　for　an　Extension　of　the　Accrual　Concept，”the　Joumal　of　Ac－
　　countancy，　May　1965，　p．30
　5）cf・N・M・Bedford，　ibid．，　PP．31－32。もちろん、発生基準の徹底化は実現基準からの離脱をもたら
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すことはいうまでもない。ベッドフォードは収益の認識基準として時点認識を主張する（ct・NM・
Bedford，　Income　Determination　Theory，　PP・93－95）。
4．　オペレーショナル利益の測定
取得、利用、再結合、販売の各活動の効率がオペレーショナル利益としてどのように測定されてい
くかを、各活動の内容と併せてふれておこう。
　（1）用役の取得活動
　用役の取得活動とは、消費老に対する経済的財貨・用役を創出するための手段たる建物、労働力、
原材料などを貨幣資源と交換に取得する活動である。だが、ベッドフォードは、企業が獲得するの
は物的資源そのものではなく、企業が当該資源の中に予想する用役、つまり期待用役能力（expected
　　　　　　　　　　　　　　　　l）service　capaciy）である、という。彼はこれを（1）即時的用役（immediate　services）、（2）短期的用役
（short－term　services）および（3）長期的用役（10ng－term　services）とUこ分類する。即時的用役とは
貯蔵されないで取得されると同時に使用される用役であり、たとえば労働力の如きものである。短期
的用役と長期的用役とは将来の生産活動ないし販売活動に使用される用役であり、便宣上、用役が使
用される前の正常な（normal）貯蔵期間の長さにしたがって分類される。かように、用役資源を即時
的用役と将来に使用されるべき用役とを識別するのは、できうる限りもっとも経済的な形で用役の取
得を企図する企業にとって、短期および長期の用役を取得する場合には、あらかじめ将来の計画を検
討することが必要であり、それによって取得活動が効率的に運営されるためであろう。
　取得活動のオペレーショナル利益の測定について、ベッドフォードは次のように述べている。「一
般eeいうと、特定の用役資源を獲得するために費やされた実際の努力と、費やされるべきであったと
ころのr正常な』取得価格とい意味での正当な努力の双方が数量化されるうる必要がある。この二つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）の尺度の差額が取得活動の運営効率を表示するであろう。」つまり、取得活動の成果は本来支払われ
　　　　　　　　　　　　　　　3）るべき正常価格（客観的取得価格）によって、その努力は実際取得原価により示され、この両者の対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）応を以て取得活動の利益が確定されるのである。
　（2）用役の利用活動
　用役の利用活動とは取得した用役資源を保有する活動をいい、ベッドフォードはこの活動を投資活
動（investment　operation）とも呼んでいる。彼は、投資活動は経済環境の変転に伴ない経営活動の
重要な部分を構成しており、当該活動から獲得される投資利益（investment　in　come）は「現在では
通常の操業利益（normal　operating　income）の一部として扱われており、生産・配給活動の経営効
　　　　　　　　　　　　　　5）率に関する判断に影響を及ぼす。」したがって、「投資利益は投資活動の効率を表示するよう分離し
て報告されるべきであり、あるいは、経営者がこの種の活動に関心を寄せていない場合でも、投資利
益は経営者が関心をもつ他の諸活動の効率が表示されるように他の操業利益から厳密に分離されなけ
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ればならない．」）と述べ、投鯖動および当該翻の解尺度たる投資利益の現代的醸を力説する
のである。
　さて、利用活動の業績を評価するにあたって、利用原価（utilization　cost）の測定尺度として如何
なる外部指標が用いられるべきかが重大な問題となる。ベッドフォードは利用原価測定の基準として
正味実現可能価値（net　realizable　value）、ヵレント・こスト（current　cost）および取替原価（rep1一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のacement　cost）の三つが考えられるとして、各々について次のような説明を加えている。
　（i）正味実現可能価値とは、用役を使用する代わりに売却したら獲得できたであろう価格から販売
に要するコストを控除したものである。この意味での利用原価は用役を使用することによって断念さ
れた代替的な受取額である。実務的には、それは現在の販売価格から販売に要するこストを控除する
ことによって算定される。
　（ii）カレント・コストは使用された用役資源の現在再購入価格（current　repurchase　price）であ
り、この意味での利用原価は用役をその利用時点において得るために必要な犠牲（sacrifice）であ
る。取得原価とカレソト・コストとが異なるとすれば、その差額は利用に先立ち用役を保有すること
によりもたらされる原価節約（CGst　saving）ないし損失を示す。かようにして、利用原価を測定する
ことによって投資利益を計算できる。というのは、投資利益は取得原価と用役が利用された時点のカ
レソト・コストとの差額、とりわけ保有利得を含んでいるからである。利用される用役が販売前にさ
らに保有された場合には付加的な投資利益が発生するが、この利益も同様の方法で測定できる。前者
の投資利益は生産・配給活動から独立し、したがって経営者に統制可能であるが、後者は統制不可能
な投資利得ないし損失であるから、この二つの投資利益は区別されるべきである。
　（iii）取替原価は使用された用役を取り替えるために必要とされる犠牲である。もし取替が必要な場
合には、取替原価は、それが用役を使用することによって引き起こされた犠牲であるという意味で、
使用された用役の原価を表わす。取替原価がカレソト・コストとその測定上およびその意味の上で異
なるのは、取替原価が実際の将来の取替に関係しているという点である。
　ベッドフォードによれば、正味実現可能価値と取替原価は将来の活動を計爾する上では有用である
が、長期的な観点ないし通常の意味において用役を利用する原価を表わすものではない。双方とも短
期的な概念であり、用役が既に手許にない時には通常の犠牲を示さないのである。用役が既に手許に
ないと仮定すると、用役の通常の利用原価は当該用役が使用される時点のカレントな取得原価であ
り、これこそが用役資源を使用する際に伴なう犠牲の適切な見方である。結局、彼は利用原価の測定
基準としてカレント・コストないし取替時価（curreut　replament　cost）を適用すべきことを主張す
るのである。なお、オペレーショナルな観点からは、カレン｝・・コストは取得活動と利用活動とを分
離し、さらに利用活動と販売活動との峻別を可能にし、最後に投資活動の成果を他の諸活動のそれか
ら分離ならしめる。
　要約すると、利用活動のオペレーショナル利益は原則として用役資源の取得・時点（または当該期間
前に取得されたものであれば期首）のカレント・コストと利用時点（または当該期間中に使用されな
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いものであれば期末）のカレント・コストとの比較対照によって確定されるのである。ただし、用役
の保有期間中に貨幣価値の変動を経験した場合にはその影響は取り除かれる。ベッドフォードは次の
　　　　　　　　　　10）例を以て説明している。
　〔設例の条件〕
　①購入した用役10，000ドル、保有期間六ケ月
　②その間の用役の価格は100から110へ、一般物価水準は100から102へ上昇。
　　　利用原価および投資利益は次の通り。
　　　利用原価（＄10，000×100）／100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄11’000
　　　取得原価（＄10，000×100）／100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10’000
　　　価格水準の変動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　1・000
　　　一般物価水準の修正〔（102－100）x10，000／100〕　　　　　　　　　　　　　　200
　　　投資利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　800
　（3）取得用役の再結合活動
　再結合活動とは利用活動から投下されたインプットを加工し、その完成した製品を顧客に配給する
活動をいい、この過程でいわゆる付加価値（addec　value）が創出される。再結合活動の中に配給活
動を含めるのは「生産および配給の両活動は用役に価値を付加するものであり、しかも生産がいつ終
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）り、配給がいつ始まるかを正確に示すことは通常困難である」からである。なお留意すべきことは、
ベッドフォードが再結合活動に生産・配給活動の他に需要創造機能ないしモーチーベショナル機能を
も包摂していることである。彼によれば、モーチベーショナル機能は財貨や用役に対する顧客の考え
方を変えることによって、それらに価値を付加することができるからである。
　再結合活動の努力は利用活動から投下されたインプットのカレント・コストないし取替時価であ
る。問題は成果の測定であるが、ベッドフォードは、従来この成：果は標準原価によって測定され、そ
の尺度はかなり満足はいくものであると認めながらも、それによっては再結合活動から生み出された
利益を測定することはできないとして、一応次のような提案を試みている。「もし正常利益をこの標
準原価に加算するならば、再結合活動の利益を測定することは可能になろう。かかる考え方はおそら
く正常利益を控除する前に、正味実現可能価値にしたがって棚卸資産を評価するという考えの根底に
あるものである。この手続の効用は、再結合活動からの利益が再結合の時点において認識される、と
　　　　　　10）いうことにある。」かくして、再結合活動の成果は当該活動で生産された製品の正味実現価値に基づ
いて測定されることになり、したがって、実際の販売を待たずとも再結合活動の利益が決定されえる
のである。
（4）用役の販売活動
用役の販売活動とは、再結合活動で完成された製品を外部へ販売する活動をいい、ベッドフォード
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はこの活動が他の諸活動から分離して取り扱うべき根拠を次のように挙げている。「販売活動は経営
諸活動のうち独立した局面として重要であることが会計理論上これまで看過されてきた。米国では管
理価格一公益事業の価格決定と独占的競争価格との双方を含む一の発展と増大に伴なって、われ
われはもはや価格が需給の短期的変動に自動的に適合すると仮定することはできない。つまり、経営
者は一定の範囲内で価格を決定する力をもっているというのが実情なのである。さらに、彼らはかか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）る任意の力を行使し、しかも、それを価格決定の望ましい形態をさえ考えているのである。」
　販売活動のオペレーショナル利益は再結合活動の成果をその努力とし、実際の販売高を成果とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）て、両者の比較対照を通じて測定される。
　以上みてきたように、各オペレーションに即して利益が、したがってまた効率が測定されるのであ
る。なお、各オペレーショナル利益の合計が総オペレー一ショナル利益（total　operational　income）
となり、それは経営活動全体の効率尺度である。最後に、ベッドフォードの示した計算例を掲げてお
こう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　経営操作の測定の相互関係（注）
　　　　　　　活動　 取得　 利用　　再結合　　販売　　合計
　㈲全操作
　　（a）期末手持製品の価値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　152’000
　　（b）取得した用役の取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　95・　OOO
　　総禾U益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　　57，000
　（4）用役の販売
　　（a）生産した製品と取得用役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　100，000
　　（b）販売した資源の価値（モーチベーションの8，000ドルを含む）　　　　　98，000
　　　　販売活動利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　　2，000－一一→＄　　2，000
　（3）生産と販売で用役を50％使用
　　（a）生産した製品の価値　　　　　　　　　　　　　　＄　90，000
　　（b）再結合した用役の利用原価　　　　　　　　　　　　　60，000
　　　　再結合活動利益　　　　　　　　　　　　　　　　＄　30，000　　　　　　　　　→　　30，000
　（2）取得用役の保有
　　（a）カレント・コスト　　　　　　　＄　120，000
　　（b）取得時の評価　　　　　　　　　　　　100，000
　　　　利用活動利益　　　　　　　　　　＄　20，　OOO　　　　　　　　　　　　　　　　　→　　20，000
　（1）用役の取得
　　（a）取得した価値　　　＄　100000
　　（b）原価　　　 95，　OOO
　　　　取得活動利益　　　＄　5，000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　　5，000
　　　　総オペレーショナル利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＄　57，000
　（注）Norton　M．　Bedford，　Income　Determination　Theory，　P．176
　　　1）　cf．　N．　M．　Bedford，　Income　Determination　Theory，　PP．76－77
　　　2）N．M．　Bedford，　ibid．　P．112
　　　3）倉地幹三「企業会計における統一的概念の形成への志向一一ベッドブオード及びエドワ＝ズニベルの
　　　　企業利益論を中心として」企業会計19巻10号、67頁
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4）エドワーズ＝ベルは「厳密な場合には取得当初の利得や損失を別個の勘定に記録することがありうる
　が、取得当初の利得や損失は保有活動から生ずる利得や損失に含められうる。」と述べる（Edgar　O・
　Edwards　and　Philip　W．　Bel1，　The　Theory　and　Measurement　of　Business　Income，　Berkeley　and
　Los　Angeles，1961，　p．87，伏見多美雄・藤森三男共訳「意思決定と利潤計算」日本生産性本部、昭和
　39年、71頁）。したがって、オペレーション別の効率の評価という面ではベッドフォードの場合よりも
　劣る。
5）　N．M．　Bedford，　ibid．，　P．132
6）N．M．　Bedford，　ibid．，　P．132
7）　N．M．　Bedford，　ibid．，　PP．140－141，なお、この点については次に詳しい。遠藤久夫「オパレイショ
　ナル・インカムの測定一ベッドブオードの構想を中心として」横浜市立大学論叢18巻4号、63－71頁。
8）N．M．　Bedlord，　ibid．，　P．143
g）N．M，　Bedford，　ibid．，　p．150
10）N，M．　Bedford，　ibi（1．，　P．162
11）N．M．　Bedford，　ibid．，　PP．　／67－168
12）倉地教授はこのようにして算定された販売活動利益がこの活動の効率尺度たりうるかについて疑問を
　寄せておられる（前掲論稿、67頁）。
5．　むすびにかえて
　ベッドフォードの損益計算論の主眼は、内部経営的観点から利益に接近し、それを経営効率の尺度
として各経営活動に従事する者の業績を評価していこうとする点にあるといえよう。アメリカ会計学
会（AAA）の66年度ステートメソト「基礎的会計理論に関する報告書」は会計の第二の目的として、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）「組織内にある人的資源および物的資源を効率的に指揮、統制する」という目的に対して情報を提供
することであると規定した。そこには、ベッドフォードのオペレーショナリズム的な考え方が窺われ
るのである。それはともかくとして、ベッドフォードの構想は今後の会計理論の動向を知るうえで重
要なサジェスチョンを与えるであろう。
　注　1）American　Accounting　Association，　A　Statement　of　Basic　Accounting　Theory，1966・P・4飯野
　　　　利夫訳「基礎的会計理論」国元書房、1969年、6頁
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